
【事業概要】
■ 保育士の負担を軽減することによって保育の体制を強化し、保育士の就業継続及び離職防止を図り、

保育士が働きやすい環境を整備するため、地域住民や子育て経験者などの地域の多様な人材（以下

「保育支援者」という。）を散歩等の児童の園外活動時の見守り等の保育に係る周辺業務に活用し、

その周辺業務に要する費用の一部（１施設月額１４万５千円を上限とする。）を補助するもの。

【保育支援者に係る要件及び補助対象事業】
１ 保育支援者は保育士資格を有しない者で、保育に係る以下の業務のうち、①を含み２つ以上行うものとする。

①児童の園外活動時の見守り等 （必須） ②保育設備、遊ぶ場所、遊具等の消毒・清掃

③外国人の児童の保護者とのやりとりに係る通訳及び翻訳 ④寝具の用意・あとかたづけ

⑤給食の配膳、あとかたづけ ⑥その他保育士の負担軽減に資する業務

２ 保育支援者は平成２６年４月1日以降、新たに保育所に配置された者であり、公定価格上措置された職員

及びその他の補助金等の支給対象となっていないものであること。

⇒一時保育・地域子育て支援センター・市加配保育士・高齢者等活躍促進加算・産休代替・定員超過等の対

象者でないこと。

３ 児童の園外活動時の見守り等を実施するに当たり、保育支援者は、市が認める交通安全に関する講習会等

を修了しなければならない。(令和４年度については、別途お知らせします。）

【補助対象経費】
■ 事業に係る報酬、給料、職員手当等、賃金、報償費、旅費、共済費、役務費、委託料、使用料及び賃借料

【昨年度からの変更点】
■ 下記要件の廃止

保育支援者を配置した月の保育士及び保育士以外の職員がそれぞれ同数以上であること。⇒要件廃止

■ Ｒ４年度からの必要書類

保育士の業務負担が軽減される内容や、職員の雇用管理や勤務環境の改善に関する取組等を記載した実施

計画書を提出すること。

保育体制強化事業補助金について

1

資料４－６



年間スケジュール（予定）

保育体制強化事業補助金について

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

補
助
金
交
付
申
請
書

の
提
出

実
績
報
告
書
提
出

補
助
金
交
付
申
請
書

の
提
出
案
内

講
習
会
等
の
提
示

交

付

審

査

・

補

助

金

支

払

実

績

報

告

書

の

提

出

案

内

実
績
報
告
書
審
査

精
算
（

支
払
・
戻
入
）

      受講報告書を保育第１課へ提出。

※１　交付申請書の承認後に変更が生じた場合は、変更交付申請書を提出。
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※２　補助金交付決定後、速やかに本市が指定する講習会等（詳細は別途提示）を受講し、
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講習会等の受講→受講報告書提出※２

受講報告書審査→修了証発行
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